
 

国 地 委 第 ４ ０ 号 

令和５年７月１４日 

 
 

沖縄県知事 玉 城 康 裕 殿 
 
 

国地方係争処理委員会  
委員長  菊池 洋一 

 
 

令和５年３月２９日付けで農林水産大臣がした地方自治法 

第２４５条の７第１項に基づく是正の指示に係る審査の申 

出について（通知） 

 
 
国地方係争処理委員会は、令和５年３月２９日付けで農林水産大臣がした地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の７第１項に基づく是正の指示に係る審査の申出

について、同法第２５０条の１４第２項の規定に基づき、別添のとおり通知する。 
 

 



 

国 地 委 第 ４ ０ 号 

令和５年７月１４日 

 
 

農林水産大臣 野 村 哲 郎 殿 
 
 

国地方係争処理委員会  
委員長  菊池 洋一 

 
 

令和５年３月２９日付けで農林水産大臣がした地方自治法 

第２４５条の７第１項に基づく是正の指示に係る審査の申 

出について（通知） 

 
 
国地方係争処理委員会は、令和５年３月２９日付けで農林水産大臣がした地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の７第１項に基づく是正の指示に係る審査の申出

について、同法第２５０条の１４第２項の規定に基づき、別添のとおり通知する。 
 

 



1 

 

第１ 審査の申出の趣旨 

相手方農林水産大臣が沖縄県に対して令和５年３月２９日付け４水管第３

９８６号をもって行った地方自治法第２４５条の７第１項に基づく是正の指

示について、相手方農林水産大臣はこれを取り消すべきである、との勧告を求

める。 

 

第２ 事案の概要 

１ 本件審査の申出の概要 

⑴ 沖縄防衛局は、審査申出人である沖縄県知事（以下「審査申出人」とい

う。）に対し、令和４年７月２２日付けで、沖縄県漁業調整規則（以下「本

件規則」という。）第４０条第１項に基づき、サンゴ類の特別採捕許可を

求める２件の申請（以下「本件各申請」という。）をしたが、審査申出人

は、本件各申請につき許可処分をしなかった。 

  相手方である農林水産大臣（以下「相手方」という。）は、令和５年３

月２９日付けで、本件各申請につき許可処分をしない沖縄県の法定受託

事務の処理は、漁業法第１１９条第２項第１号の規定に違反しており、地

方自治法第２４５条の７第１項に規定する法令の規定に違反していると

き、又は著しく適正を欠き、かつ、明らかに公益を害しているときに当た

るものと認められるとして、同県に対し、同項に基づき、文書到着の日の

翌日から起算して７日以内に本件各申請につき許可処分をするよう是正

の指示をした（４水管第３９８６号。以下「本件是正の指示」という。）。 

  審査申出人は、これに不服があるとして、同年５月１日付けで、同法第

２５０条の１３第１項に基づき、当委員会に対し、相手方は本件是正の指

示を取り消すべきである、との勧告を求める審査の申出をした（以下「本

件審査の申出」という。）。 

⑵ 当委員会における審査の経緯は別表１のとおりであり、当事者が当委

員会に提出した主張書面の一覧は別表２のとおりである。 

 ２ 関係法令等の定め 

   別紙「関係法令等の定め」のとおり（なお、同別紙の第３記載の審査基準

を、以下「本件審査基準」という。） 

３ 前提事実 

  ⑴ 本件各申請の内容 

本件各申請は、「普天間飛行場代替施設建設事業に係る環境影響評価書

に基づく環境保全措置を目的とした造礁サンゴ類の移植・移築技術に関

する試験研究」を目的とし、普天間飛行場代替施設建設事業の埋立て等に

より消失する海域のうち大浦湾側のＤＥＨＮ地区等に生息する小型サン
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ゴ類約８４，０００群体、ショウガサンゴ８群体及び大型サンゴ類２１群

体を中干瀬に移植・移築するための採捕の許可を求めるものである。 

    なお、本件各申請の採捕の対象となっているサンゴ類の大半は、後記の

本件変更承認申請に係る設計概要変更の承認を受けて行う地盤改良工事

が必要な区域に生息している。 

  ⑵ 本件埋立承認及びサンゴ類の移植・移築の検討の経緯 

  ア 沖縄防衛局は、普天間飛行場代替施設建設に伴う公有水面の埋立事

業（以下「本件埋立事業」という。）を行う目的で、平成２５年３月２

２日付けで、審査申出人に対し、公有水面埋立法第４２条第１項に基づ

き、沖縄県名護市辺野古の地先公有水面の埋立ての承認を出願した（以

下「本件埋立承認出願」という。）。 

本件埋立承認出願に際して沖縄防衛局が添付図書として提出した環

境保全に関し講じる措置を記載した図書（以下「環境保全図書」という。）

には、埋立区域内に生息するサンゴ類について、避難措置として適切な

場所に移植を行う旨が記載されている。 

イ 審査申出人は、同年１２月２７日付けで、沖縄防衛局に対し、本件埋

立承認出願について承認した（以下「本件埋立承認」という。）。 

本件埋立承認には、工事中の環境保全対策等について、「詳細検討及

び対策等の実施にあたっては、各分野の専門家・有識者から構成される

環境監視等委員会（仮称）を設置し助言を受けるとともに、特に、外来

生物の侵入防止対策、ジュゴン、ウミガメ等海生生物の保護対策の実施

について万全を期すこと。」などの留意事項が付された。 

ウ 沖縄防衛局は、上記留意事項を踏まえ、平成２６年４月１１日、「普

天間飛行場代替施設建設事業を円滑にかつ適正に行うため、環境保全

措置及び事後調査等に関する検討内容の合理性・客観性を確保するた

め、科学的・専門的助言を行うこと」を目的とする、サンゴ類の研究に

従事する研究者等を含む学識経験者から成る委員で構成される環境監

視等委員会を設置した。 

  環境監視等委員会においては、移植・移築対象の選定、移植・移築先

の選定、移植・移築の方法、事後調査の方法等について、事務局である

沖縄防衛局から資料が提出されるとともに説明がされ、委員から意見

が述べられるなどした。 

  ⑶ 本件変更承認申請の経緯 

   ア 本件埋立承認の後、大浦湾側の海底地盤の改良が必要となることが

判明したことを踏まえ、沖縄防衛局は、令和２年４月２１日付けで、審

査申出人に対し、本件埋立事業の埋立地用途変更・設計概要変更承認申
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請（以下「本件変更承認申請」という。）をした。これに対し、審査申

出人は、令和３年１１月２５日付けで、本件変更承認申請について不承

認とする処分（以下「本件変更不承認処分」という。）をした。 

イ 沖縄防衛局は、同年１２月７日付けで、国土交通大臣に対し、本件変

更不承認処分の取消しを求める審査請求をした。これに対し、国土交通

大臣は、令和４年４月８日付けで、本件変更不承認処分は違法かつ不当

であるとして、これを取り消す裁決（以下「本件国土交通大臣裁決」と

いう。）をした。なお、公有水面埋立法の規定により都道府県が処理す

ることとされている変更承認の事務は、法定受託事務とされており（同

法第５１条第１号、地方自治法別表第１）、法定受託事務に係る都道府

県知事の処分についての審査請求は、当該知事ではなく、法令所管大臣

に対してするものとされている（同法第２５５条の２第１項第１号）。 

ウ 国土交通大臣は、同月２８日付けで、沖縄県に対し、本件変更承認申

請について承認するよう是正の指示をした（以下「本件国土交通大臣指

示」という。）。なお、法令所管大臣は、所管法令に係る都道府県の法定

受託事務の処理が法令の規定に違反していると認めるとき、又は著し

く適正を欠き、かつ、明らかに公益を害していると認めるときは、当該

都道府県に対し、当該法定受託事務の処理について違反の是正又は改

善のため講ずべき措置に関し、必要な指示をすることができるとされ

ている（同法第２４５条の７第１項）。 

エ 本件国土交通大臣裁決及び本件国土交通大臣指示については、当委

員会への各審査の申出を経て、現在、各関与取消訴訟が最高裁判所に係

属中である。 

  ⑷ 本件各申請に先立つＤＥＨＮ地区等のサンゴ類の特別採捕許可申請の

経緯 

   ア 沖縄防衛局は、環境監視等委員会（第２６回）に諮った上で、令和２

年６月２６日付けで、審査申出人に対し、大浦湾側のＤＥＨＮ地区等に

生息する小型サンゴ類約３５，３５０群体、ショウガサンゴ９群体及び

大型サンゴ類２１群体の特別採捕許可申請をした。これに対し、審査申

出人は、令和３年１月２２日付けで、いずれも不許可とする処分をした。 

   イ 沖縄防衛局は、環境監視等委員会（第３３回）に諮った上で、同年１

２月２１日付けで、審査申出人に対し、大浦湾側のＤＥＨＮ地区等に生

息する小型サンゴ類約３５，３５０群体、ショウガサンゴ８群体及び大

型サンゴ類２１群体の特別採捕許可申請をした。これに対し、審査申出

人は、令和４年２月１０日付けで、いずれも不許可とする処分をした。 

  ⑸ 本件各申請及び本件是正の指示に至る経緯 
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   ア 沖縄防衛局は、現地調査の結果、ＤＥＨＮ地区に生息する移植対象と

なる小型サンゴ類が約８４,０００群体に増加していることが確認さ

れたことを踏まえ、改めて小型サンゴ類の移植先の確認等を行い、その

結果を環境監視等委員会（第３９回）に諮った上で、令和４年７月２２

日付けで、審査申出人に対し、本件各申請をした。 

これに対し、審査申出人は、同年９月５日付けで、「本件許可申請は、

平成２５年１２月２７日に埋立承認を受けた普天間飛行場代替施設建

設事業にかかる公有水面埋立事業に関する『普天間飛行場代替施設建

設事業に係る環境影響評価書に基づく環境保全措置を目的とした造礁

サンゴ類の移植技術に関する試験研究』を目的として申請されたもの

である。本件許可申請で採捕を予定しているサンゴ類が生息する箇所

（以下「本件サンゴ類生息箇所」）は、大浦湾側に所在しているところ、

大浦湾側には広範に軟弱地盤が存在することが埋立承認後に判明して

おり、申請人は、埋立承認を受けた設計の概要に従った工事を適法に実

施し得る法的地位を有しても、本件サンゴ類生息箇所については、埋立

承認を受けた設計の概要には記載のない地盤改良工事を先行して行わ

なければ、事実の問題として、埋立承認を受けた設計の概要に従った工

事を実施することは不可能であると認められる。そして、申請人は、沖

縄県知事に対し、令和２年４月２１日付けで大浦湾に存在する軟弱地

盤部分の地盤改良工事の追加等を内容とする設計の概要の変更承認申

請をしたが、同申請は承認されておらず、申請人は、大浦湾側の地盤改

良工事を適法に実施する法的地位を未だ取得していない。したがって、

申請人は本件サンゴ類生息箇所について埋立承認を受けた設計の概要

に従った工事を適法に実施し得る法的地位を有し、埋立承認を受けた

設計の概要に従った工事のための環境保全措置として本件申請がなさ

れているとしても、事実の問題として、申請人は、本件サンゴ類生息箇

所について埋立承認を受けた設計の概要に従った工事を実施すること

は不可能な状況において本件許可申請をしたものであるから、本件許

可申請の内容に必要性が認められない。よって、その余の点を判断する

までもなく、本件許可申請を認めることはできない。」との理由で、本

件各申請についていずれも不許可とする処分（以下「本件各不許可処分」

という。）をした。 

イ 沖縄防衛局は、令和４年９月２０日付けで、相手方に対し、本件各不

許可処分の取消しを求める審査請求（以下「本件審査請求」という。）

をした。これに対し、相手方は、同年１２月１６日付けで、本件変更承

認申請に対する承認がされていないことをもって本件各申請の内容の
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必要性を否定すべきとはいえないなどの理由を示した上で、本件各申

請の内容に必要性が認められないとした本件各不許可処分は、違法か

つ不当であるとして、これを取り消す裁決（以下「本件裁決」という。）

をした。なお、漁業法の規定により都道府県が処理することとされてい

る水産動植物の採捕に関する制限又は禁止の事務は、法定受託事務と

されており（同法第１８７条第１号、地方自治法別表第１）、法定受託

事務に係る都道府県知事の処分についての審査請求は、当該知事では

なく、法令所管大臣に対してするものとされている（同法第２５５条の

２第１項第１号）。 

ウ 相手方は、令和５年３月１７日付けで、地方自治法第２４５条の４第

１項に基づき、沖縄県に対し、同月２４日までに本件各申請につき許可

処分をするよう勧告した（以下「本件勧告」という。）が、審査申出人

が上記期限までに許可処分をしなかったため、同月２９日付けで、同県

に対し、本件是正の指示をした。なお、法令所管大臣が、同法第２４５

条の７第１項に基づき是正の指示をすることができることは、上記⑶

ウのとおりである。 

これに対し、審査申出人は、同年５月１日付けで、本件審査の申出を

した。 

４ 争点及びこれに関する当事者の主張 

⑴ 争点１（本件裁決は無効であるか否か、本件裁決が有効であることを前

提とした本件是正の指示は違法であるか否か） 

ア 審査申出人の主張 

  本件国土交通大臣裁決及び本件国土交通大臣指示が有効であること

を前提とした本件裁決は無効であり、本件裁決が有効であることを前

提とした本件是正の指示は違法である。 

すなわち、本件国土交通大臣裁決は、①沖縄防衛局がその「固有の資

格」（行政不服審査法第７条第２項）において相手方となった本件変更

不承認処分についての不適法な審査請求に対してされた不適法な裁決

であること、②国土交通大臣の関与権限を濫用した裁決であること、③

審査請求に係る処分につき利害関係があることから地方自治法第２５

５条の２第１項第１号による審査庁とはなり得ないというべき国土交

通大臣がした裁決であることから、無効である。したがって、本件変更

不承認処分は失効しておらず、本件国土交通大臣裁決により本件変更

不承認処分が取り消されていることを前提としている本件裁決も、重

大かつ明白な瑕疵があるため無効である。 

また、本件国土交通大臣指示は、国土交通大臣の関与権限を濫用した
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指示であることから、無効である。そして、この無効な本件国土交通大

臣指示の効力を前提としてサンゴ類の採捕の必要性を認めた本件裁決

も、無効である。 

よって、本件各不許可処分はなお有効であるから、これらが本件裁決

によって取り消されたことを前提に本件各申請について許可処分をす

るよう指示する本件是正の指示は、違法である。 

イ 相手方の主張 

本件国土交通大臣裁決及び本件国土交通大臣指示について、無効で

あるといえるような瑕疵はなく、これらは現に有効である。 

よって、これらが有効であることを前提とした本件是正の指示は、違

法ではない。 

⑵ 争点２(審査申出人が本件各申請について許可しないことは「法令の規

定に違反している」か否か、それが「法令の規定に違反している」として

された本件是正の指示は違法であるか否か) 

 ア 相手方の主張 

   審査申出人が本件各申請について許可しないことは、次のとおり、漁

業法第１１９条第２項第１号に違反している。 

  (ｱ) 本件各申請の内容の必要性 (本件審査基準のうち内容審査第３項

の「必要性」)について  

ａ 本件各申請は、本件埋立承認において予定されていた環境保全

措置の一環として、本件埋立事業の実施により失われるサンゴ類

を避難させることを目的とするものであり、かつ、かかる移植・移

築を通じてサンゴ類の移植・移築技術の向上を図ろうとするもの

であり、水産資源保護に資する内容であるから、本件各申請に係る

移植・移築は、必要性が認められる。 

地盤改良工事を行うためには設計概要の変更が必要であり、本

件変更承認申請についていまだ審査申出人による変更承認処分が

されていないが、審査申出人がした本件変更不承認処分は、本件国

土交通大臣裁決により、違法かつ不当なものであるとして取り消

されている上、沖縄県は、国土交通大臣から本件変更承認申請を承

認するよう本件国土交通大臣指示を受けているのであるから、こ

れに従い本件変更承認申請を承認する事務処理をすべき義務を負

っている。このような審査申出人の違法な事務処理の状況等を踏

まえると、沖縄防衛局は、本件変更承認申請に対する承認を得て適

法に埋立てができる法的地位を付与されてしかるべき状況にある

から、審査申出人による変更承認処分がされていないことをもっ
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て、本件各申請の内容の必要性を否定すべきとはいえない。 

審査申出人は、本件国土交通大臣裁決及び本件国土交通大臣指

示はいずれも無効であるから、これらが有効であることを前提と

して本件各申請の内容の必要性を判断すべきではない旨主張する

が、本件国土交通大臣裁決及び本件国土交通大臣指示について、無

効であるといえるような瑕疵はなく、これらは現に有効である。 

また、審査申出人は、本件国土交通大臣裁決及び本件国土交通大

臣指示については各関与取消訴訟が最高裁判所に係属中であり、

最高裁判所の判決のいかんによっては取り消される余地が残され

ているから、本件国土交通大臣裁決及び本件国土交通大臣指示の

存在をもって、本件各申請の内容の必要性を認めることはできな

い旨主張するが、地方自治法上、是正の指示に対する不服申立手続

をとったとしても、その是正の指示の効力は影響を受けることは

なく、是正の指示は取消権限のある者によって取り消されるまで

は有効に存在し、指示を受けた都道府県に対して法的拘束力を有

するものであるから、本件国土交通大臣指示に係る関与取消訴訟

が係属中で司法判断が確定していないことは、審査申出人が本件

各申請について審査せず、また再度処分をしないことを正当化す

る理由にはならない。 

ｂ 審査申出人は、本件変更承認申請に対する承認がされていない

ため本件各申請の内容の必要性は認められないという理由をもっ

て本件各申請について許可処分をしていないが、この理由は、本件

裁決によって違法かつ不当として取り消された本件各不許可処分

の理由と同一の理由である。 

本件裁決の拘束力（行政不服審査法第５２条第１項及び第２項）

により、処分庁である審査申出人は、本件裁決が違法又は不当とし

た具体的理由と同一の理由により本件各申請を不許可とすること

は禁止される。したがって、審査申出人が本件裁決で違法又は不当

とされた本件各不許可処分の理由と同一の理由により本件各申請

を許可しないことは、行政不服審査法第５２条第１項及び第２項

に違反する。 

  審査申出人は、裁決の拘束力は当委員会の判断を拘束すること

はなく、本件審査における主張制限を生じさせるものではない旨

主張するが、本件審査において、本件裁決が違法又は不当とした具

体的理由と同一の理由を本件是正の指示の違法事由とすることは、

裁決等を当委員会への審査申出の対象となる国の関与から除外し
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た地方自治法の趣旨等に反するものであり、また、本件各申請を許

可しない審査申出人の判断が裁量権の範囲の逸脱又はその濫用に

当たるか否か等を審査する本件審査において、法令（行政不服審査

法第５２条第１項及び第２項）で明確に定められた効力を無視し

て審査を行うことが求められているとはいえず、本件裁決の拘束

力が本件審査の前提とならない理由はない。 

(ｲ) その余の審査基準について 

本件各申請は、本件審査基準のうちその余の審査基準（形式審査第

１項ないし第３項、内容審査第１項、第２項、第３項の「妥当性」及

び第４項）のいずれをも満たす。 

(ｳ) 以上のように、本件各申請は本件審査基準を満たし、審査申出人が

本件審査基準と異なる取扱いをすることにつき相当と認めるべき特

段の事情はない。他方、本件各申請については、審査申出人が定める

標準処理期間４５日を大幅に経過し、本件是正の指示の日現在、既に

申請から１６４日を経過し、また、審査申出人が本件裁決に係る裁決

書の交付を受けた日からも既に６４日が経過しており、それにもか

かわらず本件各申請につき許可処分をしないことは、漁業法第１１

９条第２項第１号が目的とする水産資源保護等の要請に反するもの

であり、正当な事務の遂行とは認められない。 

したがって、本件各申請につき許可処分をしないことは、審査申出

人の裁量権の範囲の逸脱又はその濫用に当たり、本件規則第４０条

第１項に違反するとともに、漁業法第１１９条第２項第１号に違反

する。 

   イ 審査申出人の主張 

審査申出人が本件各申請を許可しないことには、次のとおり、法令違

反はない。 

    (ｱ) 本件各申請の内容の必要性(本件審査基準のうち内容審査第３項

の「必要性」)について 

ａ 本件各申請の内容の必要性の判断は、その審査時点において、事

実の問題としてサンゴ類の採捕の必要性があるか否かが判断され

なければならない。沖縄防衛局は、現時点において、本件変更承認

申請の内容に基づいて本件埋立事業をなし得る地位になく、本件

変更承認申請に対する承認処分があるまでは、あくまで、本件埋立

承認に基づく法的地位を前提にサンゴ類の採捕の必要性を判断す

べきである。以上のことを前提とすると、沖縄防衛局は、本件各申

請による採捕の対象となっているサンゴ類の大半が生息する地域
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の埋立工事を遂行することができないことから、本件各申請の許

可をする必要性はない。また、本件国土交通大臣裁決及び本件国土

交通大臣指示は、いずれも無効であるから、これらを根拠に、本件

変更承認申請に対する承認処分がされることを前提として、サン

ゴ類の採捕の必要性を判断すべきではない。 

さらに、本件国土交通大臣裁決及び本件国土交通大臣指示につい

ては各関与取消訴訟が最高裁判所に係属中であり、最高裁判所の判

断のいかんによっては取り消される余地が残されているから、本件

国土交通大臣裁決及び本件国土交通大臣指示の存在をもって、サン

ゴ類の採捕の必要性を認めることはできないし、審査申出人には、

これらの司法判断を待って本件各申請に対する判断をする裁量が

与えられている。 

     ｂ 相手方は、本件裁決の拘束力により、本件審査において、審査申

出人が本件裁決で違法又は不当とされた本件各不許可処分と同じ

理由を本件是正の指示の違法事由として主張し得ない旨主張する

が、そもそも裁決の拘束力は主張制限を内容とするものではないし、

行政不服審査法の審査請求制度と地方自治法の関与制度は異なる

目的、趣旨で設けられた制度であるから、裁決の拘束力が関与に係

る争訟の手続（当委員会における審査を含む。）における主張制限

を生じさせるものではなく、本件審査において本件是正の指示の違

法事由として本件裁決の違法性の主張をすることが制限される理

由はない。 

       仮に、裁決の拘束力が関与に係る争訟に及ぶものと解釈するの

であれば、本件においては、違法性の承継が認められ、本件是正の

指示に係る本件審査において本件裁決の違法性を争うことが許さ

れるべきである。仮に、以上のいずれの主張も採用されないとして

も、本件裁決及び本件是正の指示は行政権限を濫用したものであり、

先行行為である本件裁決の違法性を後行行為である本件是正の指

示に係る本件審査において争うことが許されるべきである。 

ｃ 以上から、本件各申請の内容に必要性が認められないから、本件

各申請について許可処分をしていないことには、法令違反はない。 

（イ） その余の審査基準について 

 本件審査の申出に当たっては、本件各申請の内容の必要性以外の

基準の適合性に関する主張は、行う必要がない。 

⑶ 争点３（審査申出人が本件各申請について許可しないことは「著しく適

正を欠き、かつ、明らかに公益を害している」か否か、それが「著しく適
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正を欠き、かつ、明らかに公益を害している」としてされた本件是正の指

示は違法であるか否か） 

 ア 相手方の主張 

本件各申請によるサンゴ類の移植・移築は、単なる試験研究としての

意義にとどまらず、サンゴ類の保護・保全に資するものであり、本件各

申請の内容等を踏まえれば、その必要性は極めて高く、当該移植・移築

の措置を執らせないことは、水産資源保護のための行為を阻むもので

あることなどからすると、本件各申請を許可しない沖縄県の法定受託

事務の処理は、著しく適正を欠き、かつ、明らかに公益を害している。 

   イ 審査申出人の主張 

     サンゴ類の移植については、確立した確実な移植技術があるわけで

はなく、移植されたサンゴ類の大半の死滅を意味するものである以上、

公有水面埋立工事に伴うサンゴ類の環境保全措置として大量のサンゴ

類の群体を移植することについては、移植対象であるサンゴ類の生息

場所について「設計ノ概要」に示された工事がされるとの事実認定が必

要である。 

     しかるに、本件埋立事業の埋立予定区域のうち大浦湾側において埋

立工事を施工することができない状態にあることは事実であり、この

事実が存続している下で、過半のサンゴ類を死滅させることになり環

境影響上も水産資源保護上も不可逆的な損失を生じさせることになる

本件各申請に対して許可処分をしないという沖縄県の法定受託事務の

処理は、地方公共団体としての自主性・自立性に基づき、地域の自然環

境と産業資源を保護する役割を有する者として、何ら、著しく適正を欠

くとも、明らかに公益を害しているともいえない。 

  ⑷ 争点４（本件是正の指示は、関与権限を濫用してされたもので違法であ

るか否か）    

ア 審査申出人の主張 

     相手方は、本件埋立事業を推進する目的に基づいて、本件裁決をした

審査庁としての立場と本件是正の指示をする関与庁としての立場を恣

意的に選択して行使することによって、それぞれの立場では許容し得

ない法的効果を得ようとしているものであるから、本件是正の指示は、

権限を不当に連結し、仕組みを濫用して行われたものとして、違法・無

効である。 

   イ 相手方の主張 

     本件裁決は、行政不服審査法に基づき、本件各不許可処分を受けた沖

縄防衛局から本件審査請求を受け、審査庁として、漁業法及び本件規則
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による当該処分の適否・当不当を審査する見地からされたものであり、

相手方が審査庁としての立場を濫用してこれを行ったものではない。

また、本件是正の指示は、地方自治法に基づき、漁業法の所管大臣とし

て、法定受託事務に係る所管法令の適用の適正確保の見地から、本件勧

告を経てされたものであり、本件裁決と整合する内容の指示をしたこ

とをもって、権限の濫用であると評価される理由はない。相手方は、本

件埋立事業を推進する目的に基づいて審査庁としての立場と関与庁と

しての立場を恣意的に選択して行使して本件是正の指示をしたもので

はない。 

 

第３ 当委員会の判断 

１ 争点１（本件裁決は無効であるか否か、本件裁決が有効であることを前提

とした本件是正の指示は違法であるか否か）について 

審査申出人が主張する本件国土交通大臣裁決及び本件国土交通大臣指示

の無効事由は、同人による当委員会に対する令和４年５月３０日付け審査

の申出において主張した無効事由と、一部は敷衍した主張を含むものの、実

質的に同旨である。 

当委員会の同年８月１９日付け決定で述べたとおり、①本件変更不承認

処分は沖縄防衛局が「固有の資格」において相手方となったものではないか

ら、本件国土交通大臣裁決は、行政不服審査法及び地方自治法に基づき適法

にされた審査請求に対してされた裁決であったこと、②本件国土交通大臣

裁決は、国土交通大臣の関与権限を濫用した裁決であると認めることはで

きないこと、③審査庁である法令所管大臣について、審査請求に係る処分に

つき利害関係を有するか否かを適格性の要件として考慮すべきであるとい

う審査申出人の主張は、採用することができないことから、本件国土交通大

臣裁決は、無効であるとは認められない。また、本件国土交通大臣指示は、

関与権限を濫用してされたものとはいえず、無効であるとは認められない。  

したがって、本件裁決は、本件国土交通大臣裁決及び本件国土交通大臣指

示が有効であることを前提としていることについて判断の瑕疵はなく、そ

のことを理由に無効であるということはできない。また、本件是正の指示も、

本件裁決が有効であることを前提としていることについて判断の瑕疵はな

く、そのことを理由に違法であるとはいえない。したがって、審査申出人の

主張は、採用することができない。 

２ 争点２(審査申出人が本件各申請について許可しないことは「法令の規定

に違反している」か否か、それが「法令の規定に違反している」としてされ

た本件是正の指示は違法であるか否か)について 
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⑴ 本件各申請の内容の必要性（本件審査基準のうち内容審査第３項の「必

要性」）について 

ア 審査申出人は、沖縄防衛局はいまだ本件変更承認申請に対する承認

処分を受けておらず、本件変更承認申請の対象地域の埋立工事を遂行

することができないことから、本件各申請の許可をする必要性はない

とし、本件各申請について許可処分をしない審査申出人の事務処理に

法令違反はなく、本件是正の指示は違法である旨主張する。 

本件変更承認申請に対する承認処分がされていないことから本件各

申請の内容の必要性が認められないとする上記主張は、審査申出人が

本件各不許可処分の理由としたものと同一であるが、本件各不許可処

分は、本件裁決によって、本件変更承認申請に対する承認処分がされて

いないことをもって本件各申請の内容の必要性は否定されないなどの

理由により、違法かつ不当であるとして取り消されたものと認められ

る。本件では、このような本件裁決との関係において、審査申出人の事

務処理が「法令の規定に違反している」か否か、ひいては本件是正の指

示が違法であるか否かが問題となる。 

上記１で述べたとおり、本件国土交通大臣裁決及び本件国土交通大

臣指示は無効であるとは認められず、本件裁決も無効であるとは認め

られない。そして、裁決は、行政処分であって公定力があるから、取消

権限のある者によって取り消されるまでは何人もその効果を否定する

ことはできない。したがって、本件裁決の効力は否定されない。 

このように本件裁決は効力を生じていることから、本件裁決は、その

時点から本件各不許可処分の処分庁である審査申出人を拘束し（行政

不服審査法第５２条第１項）、審査申出人は、本件裁決の趣旨に従い、

改めて本件各申請に対する処分をする義務を負ったことになる（同条

第２項）。そして、その場合、審査申出人は、本件裁決の趣旨に従わな

ければならないことから、本件裁決が前提としたのと同一の事実関係

の下で、本件裁決で違法かつ不当とされたのと同一の理由により本件

各申請について再度不許可処分をすることはできなくなったというべ

きである。 

しかるに、審査申出人は、審査申出書及び反論書において主張するよ

うに、本件是正の指示の時点で、本件裁決が前提としたのと同一の事実

関係の下で、本件裁決で違法かつ不当とされたのと同一の理由により、

本件各申請について許可処分をしていなかった。すなわち、審査申出人

は、本件各申請について許可処分をしない理由として、①本件変更承認

申請に対する承認処分があるまでは、あくまで、本件埋立承認に基づく
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法的地位を前提にサンゴ類の採捕の必要性を判断すべきであり、本件

各申請による採捕の対象となっているサンゴ類の大半が生息する本件

変更承認申請の対象地域の埋立工事を遂行することができないことか

ら、本件各申請の許可をする必要性はない、②本件国土交通大臣裁決及

び本件国土交通大臣指示は、いずれも無効であるから、これらを根拠に、

サンゴ類の採捕の必要性を判断するべきではない、③本件国土交通大

臣裁決及び本件国土交通大臣指示については各関与取消訴訟が最高裁

判所に係属中であり、審査申出人は、当該司法判断を踏まえて処分を再

度なすべき裁量がある、と主張するものであるが、①の理由については、

本件各不許可処分の理由とされたが、本件裁決において採用されず、証

拠によれば、②及び③の各理由については、本件審査請求に係る手続に

おいて本件各不許可処分の理由を補う主張として審査申出人により主

張されたが、①の理由と同様に、本件裁決において採用されなかったこ

とが認められる。このように、審査申出人は、本件裁決後、本件裁決が

前提としたのと同一の事実関係の下で、本件裁決で違法かつ不当とさ

れたのと同一の理由により本件各申請の内容に必要性が認められない

として、本件各申請を許可していないと認められるが、かかる審査申出

人の事務処理は、本件裁決の拘束力に基づく上記義務に違反している

ものと認められる。 

イ 以上に対し、審査申出人は、裁決の拘束力は主張制限を内容とするも

のではないし、それは関与に係る争訟の手続（当委員会における審査を

含む。）における主張制限を生じさせるものではなく、本件是正の指示

の違法事由として本件裁決の違法性の主張が制限される理由はない旨

主張する。しかしながら、上記のとおり、本件裁決には公定力があるか

ら、取消権限のある者によって取り消されるまでは何人もその効果を

否定することはできない。そのため、当委員会は、本件裁決が有効であ

り、本件各不許可処分の処分庁である審査申出人が本件裁決の拘束力

を受けていることを前提に、審査申出人の事務処理が「法令の規定に違

反している」か否か、ひいては本件是正の指示が違法であるか否かを審

査しなければならないというべきである。そして、審査申出人が、本件

裁決によって違法又は不当とされたのと同一の理由をもって本件各申

請に係る許可処分をしない事務処理を適法であると主張することは、

実質的には本件裁決が違法であると主張するものにほかならず、その

ような主張を当委員会が審査し判断することは、本件裁決の公定力に

反するものであり、許されないというべきである。したがって、審査申

出人の上記主張は、採用することができない。 
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なお、審査申出人は、いわゆる違法性の承継の議論に関連する判例と

して最高裁平成２１年１２月１７日第一小法廷判決・民集６３巻１０

号２６３１頁を引用して、本件審査において本件裁決の違法性を争う

ことが許されるべきである旨の主張をするが、上記判例は、裁決と是正

の指示との関係が問題となる本件とは事案を異にするから、本件に当

てはめるのは適当ではなく、本件における上記判断に影響を与えるも

のではない。 

ウ 以上によれば、審査申出人が本件各申請の内容に必要性が認められ

ないとして、許可処分をしないことは、本件裁決の拘束力に違反するも

のと認められる。そのため、本件各申請は、内容審査第３項の「必要性」

の基準を満たしていると認めるのが相当である。  

⑵ その余の審査基準について 

証拠によれば、本件各申請は、形式審査第１項ないし第３項、内容審査

第１項及び第２項の各基準をいずれも満たしていると認められる。 

また、証拠によれば、本件各申請の具体的な内容（移植・移築対象の選

定、移植・移築先の選定、移植・移築の方法、事後調査の方法）について

は、サンゴ類の研究に従事する研究者等を含む学識経験者から成る委員

によって構成される環境監視等委員会の指導・助言を踏まえて検討され、

各委員からは特段の異論が述べられなかったこと、環境保全図書に明示

された方針に則していること、審査申出人が本件審査基準に基づき審査

をした同種の許可申請に係る許可事例（那覇空港滑走路増設事業、竹富南

航路整備事業、石垣港湾整備事業等）と比べて同等ないしそれ以上に手厚

いものとなっていることが認められ、審査申出人が必要性以外の基準の

適合性に関する主張をしない本件審査の経緯も踏まえると、本件各申請

は、内容審査第３項の「妥当性」及び第４項の各基準をも満たしていると

認めるのが相当である。 

⑶ 証拠によれば、本件各申請については、沖縄県が定めた標準処理期間４

５日を経過し、本件是正の指示の時点において、審査申出人が本件裁決に

係る裁決書の交付を受けた日からも６４日が経過していたことが認めら

れるから、審査申出人としては、本件各申請の再審査をした上で判断を示

すべきであったというべきである。そして、上記⑴⑵で述べたとおり、本

件各申請は、本件審査基準の全てを満たすものと認められ、本件各申請を

許可しないことを相当と認めるべき特段の事情は認められない。また、本

件埋立事業に係る埋立工事区域内のサンゴ類の避難措置として行うサン

ゴ類の移植・移築を内容とする本件各申請を許可しないことは、そのよう

な避難措置の実施を妨げることになり、水産資源の保存及び管理等のた
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めに水産動植物の採捕に関する制限又は禁止の権限を都道府県知事に付

与した漁業法第１１９条第２項第１号の趣旨・目的に反することにもな

る。同号に基づく審査申出人の特別採捕許可処分は裁量処分と解される

ところ、以上を考慮すると、本件各申請を許可しない沖縄県の法定受託事

務の処理は、裁量権の範囲の逸脱又はその濫用に当たり、漁業法第１１９

条第２項第１号に違反するものであり、「法令の規定に違反している」も

のと認められる。   

よって、本件是正の指示は、地方自治法第２４５条の７第１項の要件を

満たしてされたものと認められる。そのため、争点３（審査申出人が本件

各申請について許可しないことは「著しく適正を欠き、かつ、明らかに公

益を害している」か否か、それが「著しく適正を欠き、かつ、明らかに公

益を害している」としてされた本件是正の指示は違法であるか否か）につ

いては、判断する必要がない。 

３ 争点４（本件是正の指示は、関与権限を濫用してされたもので違法である 

か否か）について  

審査申出人は、相手方は、本件埋立事業を推進する目的に基づいて、本件

裁決をした審査庁としての立場と本件是正の指示をする関与庁としての立

場を恣意的に選択して行使することによって、それぞれの立場では許容し

得ない法的効果を得ようとしているものであるから、本件是正の指示は、権

限を不当に連結し、仕組みを濫用して行われたものとして、違法・無効であ

る旨の主張をするが、本件裁決及び本件是正の指示は、それぞれ、行政不服

審査法、地方自治法の規定に基づいてされたものと認められ、本件是正の指

示が、相手方の権限を濫用してされたものであると認めるに足りる証拠は

ない。 

したがって、審査申出人の指摘する事情をもって、本件是正の指示が関与

権限を濫用してされたもので違法であると認めることはできない。 

４ まとめ 

以上の判断のとおり、本件是正の指示は、地方自治法第２４５条の７第１

項の要件を満たしてされたものであり、本件是正の指示が違法であるとす

る審査申出人の主張は、いずれも採用することができない。 

 

第４ 結論 

   よって、当委員会は、相手方が沖縄県に対して令和５年３月２９日付け４

水管第３９８６号をもって行った地方自治法第２４５条の７第１項に基づ

く本件是正の指示が違法でないと認める。 
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国 地 方 係 争 処 理 委 員 会 

委   員   長    菊 池 洋 一 

委 員 長 代 理    辻  琢 也 

委       員    小 髙  咲 

委       員    勢 一 智 子 

委       員    山 田 俊 雄 
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別表１ 

 

当委員会における審査の経緯 

 

 審査の期日 審査の概要 

第１回 令和５年５月 ９日（火） 合議 

第２回 同年６月 ９日（金） 合議 

第３回 同月１６日（金） ①沖縄県知事（代理人）の陳述 

②農林水産大臣（代理人）の陳述 

③当委員会委員からの発問等 

④合議 

第４回 同月３０日（金） 合議 

第５回 同年７月１４日（金） 合議 
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別表２ 

 

当事者が当委員会に提出した主張書面の一覧 

 

（審査申出人が提出した主張書面） 

 提出日 

審査申出書 令和５年５月 １日（月） 

「審査申出書において沖縄防衛局が行った

サンゴ類の特別採捕許可申請の必要性以外

の審査基準の適合性に関する主張を行って

いないことについて」と題する書面 

同月２２日（月） 

反論書 同月２５日（木） 

 

（相手方が提出した主張書面） 

 提出日 

答弁書 令和５年５月１７日（水） 

再答弁書 同年６月 ２日（金） 
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別紙 

 

関係法令等の定め 

 

第１ 漁業法（昭和二十四年法律第二百六十七号） 

 

  （目的） 

第一条 この法律は、漁業が国民に対して水産物を供給する使命を有し、かつ、

漁業者の秩序ある生産活動がその使命の実現に不可欠であることに鑑み、

水産資源の保存及び管理のための措置並びに漁業の許可及び免許に関する

制度その他の漁業生産に関する基本的制度を定めることにより、水産資源

の持続的な利用を確保するとともに、水面の総合的な利用を図り、もつて漁

業生産力を発展させることを目的とする。 

 

（農林水産大臣による漁業の許可） 

第三十六条 （略） 

２ 前項の農林水産省令は、漁業調整（特定水産資源の再生産の阻害の防止若

しくは特定水産資源以外の水産資源の保存及び管理又は漁場の使用に関す

る紛争の防止のために必要な調整をいう。以下同じ。）のため漁業者及びそ

の使用する船舶（船舶において使用する漁ろう設備を含む。）について制限

措置を講ずる必要があり、かつ、政府間の取決めが存在すること、漁場の区

域が広域にわたることその他の政令で定める事由により当該措置を統一し

て講ずることが適当であると認められる漁業について定めるものとする。 

３ （略） 

 

（漁業調整に関する命令） 

第百十九条 （略） 

２ 農林水産大臣又は都道府県知事は、漁業調整のため、次に掲げる事項に関

して必要な農林水産省令又は規則を定めることができる。 

一 水産動植物の採捕又は処理に関する制限又は禁止（前項の規定により

漁業を営むことを禁止すること及び農林水産大臣又は都道府県知事の許

可を受けなければならないこととすることを除く。） 

二～四 （略） 

３～８ （略） 
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（事務の区分） 

第百八十七条 この法律の規定により都道府県が処理することとされている

事務のうち、次に掲げるものは、地方自治法第二条第九項第一号に規定する

第一号法定受託事務とする。 

一 第二章（第十条、第十五条第四項（同条第六項において準用する場合を

含む。）及び第三十五条を除く。）並びに第五十七条第一項及び第四項か

ら第六項までの規定、第五十八条において準用する第三十八条、第三十九

条、第四十条第二項、第四十一条第一項第五号及び第二項、第四十二条（第

二項ただし書及び第三項ただし書を除く。）、第四十三条、第四十四条第

一項から第三項まで、第四十五条（第二号及び第三号に係る部分に限る。）、

第四十六条、第四十七条、第四十九条第二項、第五十条、第五十一条第一

項、第五十二条、第五十四条第一項から第三項まで並びに第五十六条の規

定並びに第百十九条第一項、第二項、第七項及び第八項、第百二十四条第

一項、第百二十五条第一項、第百二十六条第一項から第三項まで並びに第

百二十七条の規定により都道府県が処理することとされている事務 

二 （略） 

 

第２ 沖縄県漁業調整規則（令和２年沖縄県規則第５３号） 

 

（目的） 

第１条 この規則は、漁業法（昭和２４年法律第２６７号。以下「法」という。）、

水産資源保護法（昭和２６年法律第３１３号）その他漁業に関する法令と相

まって、沖縄県における水産資源の保護培養及び漁業調整を図り、もって漁

業生産力を発展させることを目的とする。 

 

（禁止期間及び全長等の制限） 

第３４条 （略） 

２ 何人も、次に掲げる水産動植物を採捕してはならない。 

⑴ （略） 

⑵ 造礁さんご類（いしさんご目、あなさんごもどき科、うみとさか目（石

灰軸亜目、角軸亜目及び石軸亜目（むらさきはなづた及びさんご科を除

く。）に限る。）、くださんご科及びあおさんご目の刺胞動物をいう。） 

３ （略） 
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（試験研究等の適用除外） 

第４０条 この規則のうち水産動植物の種類若しくは大きさ、水産動植物の

採捕の期間若しくは区域又は使用する漁具若しくは漁法についての制限又

は禁止に関する規定は、試験研究、教育実習又は増養殖用の種苗（種卵を含

む。）の供給（自給を含む。）（以下この条において「試験研究等」という。）

のための水産動植物の採捕について知事の許可を受けた者が行う当該試験

研究等については、適用しない。 

２ 前項の許可を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を

知事に提出しなければならない。 

⑴ 申請者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び

主たる事務所の所在地） 

⑵ 目的 

⑶ 適用除外の許可を必要とする事項 

⑷ 使用する船舶の名称、漁船登録番号、総トン数及び所有者名 

⑸ 採捕しようとする水産動植物の名称及び数量（種苗の採捕の場合は、供

給先及びその数量） 

⑹ 採捕の期間及び区域 

⑺ 使用する漁具及び漁法 

⑻ 採捕に従事する者の氏名及び住所 

３～８ （略） 

 

第３ 沖縄県が定めた許認可等に係る審査基準（特別採捕許可） 

  

＜形式審査＞ 

１ 申請書は規則第４０条第２項に掲げる全ての事項について、必要な記載が

あること。 

２ 実施計画書が添付されていること。 

３ 採捕予定海域の図面等が添付されていること。 

 

＜内容審査＞ 

１ 申請者は試験研究、教育実習及び増殖用種苗の供給を目的としていること。 

２ 申請者及び採捕従事者に、採捕行為を行う上での適格性が認められること。 

３ 申請内容に、必要性と妥当性が認められること。 

４ 採捕行為の実施により、漁業調整上又は水産資源の保護培養上、問題が生じ

るおそれがないと認められること。 
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第４ 沖縄県が定めた許認可等に係る標準処理期間（特別採捕許可） 

 

 ４５日（行政庁４５日、経由機関等－日） 

 

第５ 地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号） 

 

（是正の指示） 

第二百四十五条の七 各大臣は、その所管する法律又はこれに基づく政令に

係る都道府県の法定受託事務の処理が法令の規定に違反していると認める

とき、又は著しく適正を欠き、かつ、明らかに公益を害していると認めると

きは、当該都道府県に対し、当該法定受託事務の処理について違反の是正又

は改善のため講ずべき措置に関し、必要な指示をすることができる。 

２～４ （略） 

 

第二百五十五条の二 法定受託事務に係る次の各号に掲げる処分及びその不

作為についての審査請求は、他の法律に特別の定めがある場合を除くほか、

当該各号に定める者に対してするものとする。この場合において、不作為に

ついての審査請求は、他の法律に特別の定めがある場合を除くほか、当該各

号に定める者に代えて、当該不作為に係る執行機関に対してすることもで

きる。 

一 都道府県知事その他の都道府県の執行機関の処分 当該処分に係る事

務を規定する法律又はこれに基づく政令を所管する各大臣 

二～四 （略） 

２ （略） 

 

別表第一 第一号法定受託事務（第二条関係） 

法律 事務 

（略） （略） 

漁業法（昭和二

十四年法律第二

百六十七号） 

この法律の規定により都道府県が処理することとされ

ている事務のうち、次に掲げるもの 

一 第二章（第十条、第十五条第四項（同条第六項にお

いて準用する場合を含む。）及び第三十五条を除く。）

並びに第五十七条第一項及び第四項から第六項まで

の規定、第五十八条において準用する第三十八条、第

三十九条、第四十条第二項、第四十一条第一項第五号

及び第二項、第四十二条（第二項ただし書及び第三項
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ただし書を除く。）、第四十三条、第四十四条第一項

から第三項まで、第四十五条（第二号及び第三号に係

る部分に限る。）、第四十六条、第四十七条、第四十

九条第二項、第五十条、第五十一条第一項、第五十二

条、第五十四条第一項から第三項まで並びに第五十

六条の規定並びに第百十九条第一項、第二項、第七項

及び第八項、第百二十四条第一項、第百二十五条第一

項、第百二十六条第一項から第三項まで並びに第百

二十七条の規定により都道府県が処理することとさ

れている事務 

二 （略） 

（略） （略） 

 

第６ 農林水産省設置法（平成十一年法律第九十八号） 

 

（所掌事務） 

第四条 農林水産省は、前条第一項の任務を達成するため、次に掲げる事務を

つかさどる。 

一～六十六 （略） 

六十七 水産資源の保存及び管理に関すること。 

六十八～八十六 （略） 

２ （略） 

 

第７ 行政不服審査法（平成二十六年法律第六十八号） 

 

（裁決の拘束力） 

第五十二条 裁決は、関係行政庁を拘束する。 

２ 申請に基づいてした処分が手続の違法若しくは不当を理由として裁決で

取り消され、又は申請を却下し、若しくは棄却した処分が裁決で取り消され

た場合には、処分庁は、裁決の趣旨に従い、改めて申請に対する処分をしな

ければならない。 

３・４ （略） 

 

 


